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１．はじめに－問題提起－
企業の評価は、高度経済成長の時代までは、収益性・成長性・安全性・規模など財務的評価を中
心に行われてきた。ところが、企業の社会的責任が、コーポレート・ガバナンスの観点から厳しく
問われる現代社会では、収益性・成長性・安全性等に、環境性、社会性、人間性などを加えた多元
的評価が求められている。そこでは、社会的責任をきちんと履行する企業こそが賞賛され、名声を
得ることができるのである。賞賛され、名声が高い企業は、企業を取り巻く多様なステークホル
ダーから支持を得ることができ、結果的にゴーイング・コンサーン1)として存続可能性を高めるこ
とができる。
名声（reputation）の獲得とその維持の中核をなすものとして、従来から企業理念、リーダー
シップ、財務的実績、良質の製品・サービスおよび職場環境など、様々な要素2)が挙げられてきた。
とりわけ、近年、企業の社会的責任（CSR, Corporate Social Responsibility）に対する関心が高まっ
ている。CSR とは、経営活動のプロセスの中に、社会に対するあらゆる配慮を組み込むことによ
り企業と社会が共に持続的に発展することを可能にするための取り組みであり、21世紀型の新しい
社会経済モデルの確立につながるものである。
企業と社会の関係を新しい価値創造のための相互作用と捉え、企業が社会の一員として、社会が
受容し得る価値を創造・発信するときにのみ、企業の持続的発展が可能となる。今日のように、多
様な価値観が共存する多元的価値社会においては、当然、社会が企業に要請ないし期待する価値は
多様化し、企業もその要請ないし期待に応えようと努力するうちに、極めて多様な価値の創造力を
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備えるようになる。
こうした相互作用による企業と社会の変容の中で、とりわけ、われわれの関心をひくのは、2000
年頃から世界で注目を集めてきた持続可能性（sustainability）の考え方である。つまり、これまで
の社会経済モデルをどのように再構築していけば、将来に向けて社会全体の持続可能な成長に、企
業がその役割を果たせるかを問う動きといえる。
CSR を問う動きは、過去に何回も生起している。日本では、1970年代の公害問題（四日市ぜん
そく）への対応がそうであったし、1980年代の海外進出の際に生じた現地社会との摩擦（ローカ
ル・コンテンツ問題）、そして、1990年代のバブル崩壊以降の企業に関連する不祥事（総会屋への
利益供与問題）もそうであった。それらの底流にあるのは、企業と社会を独立した別個のものと考
え､その間に生じる軋轢の解消が、問題の核心となっていたことであった。企業側も「何か良いこ
と」を行った上で、これを免罪符とするという受身の態度に終始していた。
ところが、持続可能性指向の CSR は、企業活動を伝統的な経営指標だけでなく、環境や社会的
規範（人権、法令遵守、倫理など）を与件として、当初から事業活動の中に組み込むことを目指す
ことを意味している。つまり、企業活動における企業内部と外部の境界を、より社会寄りに拡大し
て考えることにより、社会の要請を企業内部の問題、ないし企業活動と分離しがたい問題として積
極的に満たしていけば、社会による新しい企業評価基準である「持続可能性評価度」が高くなり、
その結果、企業の市場価値は向上する。これが、企業財務にも投影され、持続的発展を容易にする。
秋本・山内の先行研究3)では、持続可能性に基づく企業評価の有効性に関して、有力な株価指標
を用いて検討を加えた。今回は、企業と社会の利害を一致させることが出来るかの問いかけに対し、
社会の多様な要請を受け入れながら発展していく、ビジネスモデルの変化の視点からアプローチし、
企業と社会が持続的発展を遂げるための評価システムのあり方に関して考察していきたい。
つまり、本論文では、企業と社会の関係の変容に着目し、企業の名声基盤（reputation platform）
の最重点領域として、現在、企業経営者、企業の評価機関、投資家（機関投資家・SRI における個
人投資家）の３者の連係こそが、企業と社会の両者の持続的発展を促進させ、企業の名声を高揚さ
せることにつながる。そこで、われわれは、経済性、環境適合力、社会適合力という３領域で構成
される企業の持続可能性価値の創出を指向する企業こそが、「誠実な企業」として、名声と市場価
値を高めることを明らかにしたい。
２．社会的存在としての企業 
企業は社会制度のサブシステムとして存在し、社会に対し大きな影響を及ぼしている。その存在
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が社会から支持されるのは、企業が社会の価値観の具現体になったときである。第２次世界大戦後、
日本は、先進諸国で開発された経済システムや技術成果を積極的に導入して戦後復興を試みた。効
率的な経済システム、設備近代化投資、最先端技術を支えとして追求したのは、経済第一主義とい
う価値パラダイムであり、この価値パラダイムを実践面で担当したのが企業であった。日本全体が
経済価値第一主義の中に安住したのであるから、その社会の価値観の具現体である企業に人びとが
大きい期待を寄せたのは当然であった。このような国民的コンセンサスがあったからこそ、企業の
隆盛がそのまま自分たちの経済的欲求の達成と幸福につながるという思いが社会の隅々にまで浸透
したのである。企業が社会の価値観をその行動に忠実に反映したときに企業の持続的発展が保証さ
れる。しかし、こうした時代は長くは続かなかった。
経済的安定が達成されると、社会は新しい価値パラダイムを求め始めたのである。社会的に消費
者の権利を守ろうというコンシューマーリズムの動きの中で、1962年に、米国の J.F.ケネディ大統
領が議会に送った「消費者の権利保護に関する特別教書」では、「消費者の４つの権利」4)が提言
され、その影響を受け、日本では消費者保護基本法として具体化した。また、1973年の第１次石油
ショックと相前後して顕在化した公害問題が、日本全土を覆い始め、この問題は、当然のことなが
ら企業をめぐる社会問題として、マスコミを騒がせた。社会は、従来の経済効率一点張りの判断基
準からの脱却を模索し始めた。
その結果、経済的価値、科学技術的価値に加えて、社会的価値の発信が企業に求められた。当時、
企業が社会の価値パラダイムの忠実な実践者であったことを証明するように、経済的価値や科学技
術的価値の実践に専念していた企業が、1970年代以降、社会的価値の発信に努力し始めたのは、当
然であった。それは、企業を取り巻くステークホルダーに対する多様な価値、それもグローバルな
意義をもった価値の発信の有効性に気付いたからである。つまり、企業と社会の間に、「共通の広
場」が生まれ、「価値の共創（共同創造関係）」の土壌が生まれつつあった。そういう意味で、企業
は社会を写す鏡なのである。
３．企業評価の新しい尺度
前述のように、企業が発信する価値は、企業と社会との間の価値の共創プロセスを通して生まれ
る。近年、株主、投資家、取引先、従業員、消費者、地域社会および行政等、企業に係わるすべて
のステークホルダーが企業の CSR に強い関心を持ち始めたことから、企業の CSR 履行度によって
企業価値が決定され、当該企業の持続的発展の可能性を左右するようになっている。
「自分が存在するのはあなたのおかげ」－これは日本人が伝統的に暖めてきた「共生の文化」の底流となる
概念である5)。これをビジネスの世界に置き換えると、企業が存在するのは、企業を取り巻くステークホル
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ダーのおかげということになり、昨今の企業と社会の実態がうまく表現されている。ヨハネによる福音書
（The Gospel according to John）５章24節にあるように“…he who hears My word and believes in Him who sent Me
has everlasting life…”（…わたしの言葉を聞いて、わたしをお遣しになった方を信じる者は、永遠の命を得る
…）における My Word を聞く高いアンテナを持つことが企業に要請される。つまり、CSR の履行
度が向上することにより企業の根源的目的である経済価値の最大化に貢献することになり、企業の
持続的発展の可能性が高まるといえる。
ステークホルダーが関心を持つ企業の社会的活動は、経済面、環境面、社会面の３つの領域に分
類され、これが企業の経済的合理性、環境適合力、社会適合力として新しい企業評価の基準をなし
ている。新しい尺度による企業評価として、サステナビリティ評価機関による評価が行われている。
日本では、朝日新聞文化財団、日本総合研究所、モーニング・スター、グッドバンカー、環境経営
格付機構などがその活動を行っており、世界的には、スイスの SAM リサーチ、ベルギーの Ethibel、
英国の FTSE、SERM、米国の KLD Research & Analytics, Inc.などがある。
最近、わが国の企業に対して、これらの評価機関から調査票が届くようになったが、最有力評価
機関の１つである SAM リサーチの調査項目も経済、環境、社会の３つの分野（トリプル・ボトム
ラインとして知られている）から構成され、評価結果が毎年公表されている。この公表データを自
社の競争優位性や持続的発展を確保する手段とする例が増えている。
このような企業の動きは、企業が発行する「持続可能性報告書」(Sustainability Report）で開示さ
れ、その形式については、タンカーバルディーズ号の原油流出事故をきっかけに環境保護を目的に
作られた米国の非営利組織セリーズ（CERES, Coalition for Environmentally Responsible Economies,
環境に責任を持つ経済のための連合）と UNEP（国連環境計画）との共同事業として1997年に発足
した NGO である GRI（Global Reporting Initiative）がガイドラインを発表しており、徐々にではあ
るが、サステナビリティに関する内容の国際的統一化へ向けての作業が世界的に進んでいる。サス
テナビリティの国際的統一化にあたっては、その基礎をなす CSR の整備が重要である。
今日、CSR 評価の高い企業に投資しようとする SRI（社会責任投資）に組み込まれている企業は、
国籍を問わず、投資信託銘柄に選定され、当該企業にとってはグローバル金融市場で推奨銘柄に選
ばれることにより、企業の認知度が高まる、人材を確保し易い、資金調達が容易になるなど、数々
の事業上のメリットを享受できる。ゴーイング・コンサーンとして持続的発展を確保する手段とし
て経済活動のプロセスの中に社会的公正や弱者への配慮を組み込んだ CSR 活動に正当な報酬が与
えられるのである。
少し歴史を遡ってみると、CSR 評価の尺度は時代と共に変化していることがわかる。今日の
CSR の嚆矢と見られるのが、米国で1920年代に始まったと言われているキリスト教教会の資金運
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用である6)（教義からは許容しがたい煙草、アルコール、ギャンブルの業種は投資対象から外す動
きである。いわゆるネガティブ・スクリーニングといわれる手法である）。1960年代以降は、大学、
労働組合、公務員年金基金の資金運用に新しい尺度が用いられることになるが、最近では、環境問
題、雇用問題、人権などに積極的に取り組んでいる企業を投資対象にするポジティブ・スクリーニ
ングが影響力を増してきている。つまり、社会にとってプラスになる活動を行っているか否かを企
業行動として問う選別方式が主流をなすようになってきている。この取り組みは欧州にも飛火し、
日本でも1999年には環境取組みを評価したエコファンドが日興證券（現日興コーディアル・グルー
プ）から発売されている。わが国では、2003年３月現在、SRI 投信は11種類設定されており、投資
純資産残高は724億円である7)。主要ファンドの実績は表－１に示すとおりである。このように着
実に、世界的規模で、CSR の実践がその企業の資金調達に直接影響するまでになってきたのであ
る。近年、不祥事が露見した企業の製品が、翌日には、百貨店、スーパーマーケット、コンビニエ
ンスストアの店頭から一掃されるなど消費者の不買運動が企業の行動に影響を与え始めている。
表－１　日本で販売されている主要 SRIファンド（環境ファンドを含む）
名称（愛称） 運用会社 騰落率（１年間） 純資産残高 設定時期
朝日ライフ SRI 社会貢献
ファンド（あすのはね）
朝日ライフアセットマネ
ジメント 13.2％  42億円 2000年９月
※損保ジャパン・グリー
ン・オープン（ぶなの
森）
損保ジャパン・アセット
マネジメント  8.2％  81億円 1999年９月
※エコ・パートナーズ
（みどりの翼） UFJ パートナーズ投信  13％  28億円 2000年１月
◎日興グローバル・サス
テナビリティ・ファンド
（globe）A（為替ヘッジ
なし）
日興アセットマネジメン
ト  9.1％  14億円 2000年11月
※日興エコファンド 日興アセットマネジメント  6.4％ 379億円 1999年８月
※エコ・ファンド 興銀第一ライフ・アセットマネジメント  5.6％  51億円 1999年10月
※UBS 日本株式エコ・
ファンド（エコ博士）
UBS グローバル・アセッ
ト・マネジメント  8.6％  43億円 1999年10月
※エコ・バランス（海と
空）
三井住友アセットマネジ
メント  1.6％  12億円 2000年10月
※◎グローバル・エコ・
グ ロ ー ス ・ フ ァ ン ド
（Mrs.グリーン）B（為替
ヘッジなし）
大和住銀投信投資顧問  9.9％  35億円 2001年６月
(注)2003年９月30日現在。※は環境ファンド、その他は SRI、◎は世界株型。
出典：「日本経済新聞」2003年10月５日付
４．日本企業の事例
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企業業績ないし企業行動を何らかの基準に基づき評価、順位付けをする動きは早くからあったが、
最初の具体的な試みは、Forbes 誌が1917年の創刊時に同社独自の評価基準に基づき、米国企業のラ
ンク付けをしたことに始まると言われている8)。企業評価が広く世間に認知されるようになったの
は、Fortune 誌が1955年以降現在に至るまで毎年公表している、米国企業の売上順位表である。売
上高の視点に基づく伝統的な企業評価だと言える。興味あることは、社会の企業に対する期待の変
化を敏感に感受したのも、この Fortune 誌であった。その先駆的成果が、1983年から同社が公表し
ている America's Most Admired Companies 順位表9)であり、企業においては、量から質へパラダイ
ム・シフトが生じ、売上・利益至上主義を越えた新しい価値尺度が提示されている。
この評価法の日本版とも言えるものが、ジャーナリスト下村満子氏が、「企業の社会貢献度調査
委員会」委員長として朝日新聞文化財団で行った、「企業の社会貢献度調査」である。この調査は
1990年に始まり、2003年まで、毎年その結果が公表されている10)。同調査では９つの指標11)を設定
し、合計166の質問に対する回答を求めている。2003年度調査では、日本の代表的企業190社が回答
を寄せ、有効回答率は46％であった。
ちなみに、2003年度の大賞（グランプリ）を受賞した資生堂は、自社内に社会貢献の程度を示す
指標を制定し、経常利益の３％を社会貢献に、１％をメセナに充てていることが評価され、受賞に
結びついた。こうした評価結果は、持続的発展を目指す企業の行動指針のリトマス試験紙になる。
良い結果は、企業の社会的名声と信用および競争力を高め、リスクマネジメントのツールにもなり
得る。
サステナビリティ株価指数を公表しているダウジョーンズ・サステナビリティ・インデックス社
が2003年９月４日に発表した DJSI 投資銘柄指標12)では、世界の有力企業約2,500社から一定の基準
に基づき各業界から上位10％に選出された企業317社のうち、35社が日本企業であった。そのなか
の１社であり、2002年度の朝日新聞文化財団主催の「企業の社会貢献度調査」で「大賞」を受賞さ
れ、2003年度は総合２位、個別指標では、「社会との共生」「環境保護」の両部門で１位、企業倫理
で４位、情報開示で８位と高評価を得た NEC を、われわれは2003年夏、２度訪問してヒアリング
を行ったので、同社の事例を以下に述べたい。
NEC は、1899年に日本資本と米国ベル・システムの Western Electric 社との間で日本初の外資と
の合弁会社として東京で設立された企業である。現在は、コンピュータと通信機器をベースとする
ソリューション事業および半導体事業に従事するハイテク企業である13)。同社における CSR 活動
の最初の節目は、1972年、当時の最高経営責任者小林宏治社長が年頭訓示（１月４日）で、ステー
クホルダーに対する企業責任として７つの品質指標を提示したことである14)。この７指標は1983年
に Fortune 誌が提示した「米国でもっとも賞賛される企業」の８つの評価基準と類似した項目があ
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るのは興味深い。経済の高度成長時代にありながら、経済価値第一主義から脱却する兆しが見られ
ることは、当時としては画期的なことであった。第２の節目は、1990年に同社が企業理念と経営指
針を制定し、社内外に広く公表したことである。「NEC は C&C をとおして、世界の人々が相互に
理解を深め、人間性を十分に発揮する豊かな社会の実現に貢献します」という企業理念の「豊かな
社会」とは、Sustainability を意味するというのが NEC 経営陣の見解である。1991年の「環境憲
章」「行動指針」は、Sustainability 指向路線をさらに具体化した環境維持への企業の姿勢を示すも
のである。最近 NEC は、自社と顧客企業の事業活動が与える環境負荷と自社が納入した IT 製品に
よる環境負荷の削減の効果を社会全体で把握してバランスさせるという、環境経営手法を導入した
15)。第３の節目は、1997年の「NEC 企業行動憲章」と1999年の「NEC 行動規範」である。前者は
企業行動や社員の行動のガイドラインとなるもので、後者は遵法活動や企業倫理の観点から NEC
社員１人ひとりが日頃心がけていくべき基本的事項を具体的に定めたものである16)。実践のために
実施組織、必要な教育プログラムが実施されたことは言うまでも無い。
押しなべて日本企業は、環境対応に力を入れ、環境経営年次報告書を発行している企業数も、大
手国際会計事務所の KPMG の調査では、世界の19ヶ国それぞれの主要100社と Fortune 誌が選んだ
売上上位250社のうち、日本企業は72％が環境経営報告書（持続可能性報告書を含む）を発行して
おり、英国の42％を大きく引き離している。NEC の報告書でも、環境部門では極力数値化し、場
合によっては貨幣価値での表示を行い、比較可能性を容易にしている点は注目に値する。しかし、
社会部門では未だ定性的記述が多い部分もあり、今後解決すべき課題といえる。
同社は日本において環境先進企業と言われているが、トップが常に先頭にたって指導したことが
先に述べた節目を見てもわかる。GRI ガイドラインでは、企業の持続可能性に関する戦略と最高経
営責任者のビジョンの声明が重視されており、NEC の事例からみても率先垂範の重要性を実感せ
ざるを得ない。
５．企業評価の新動向
持続可能性をキーワードとして企業行動を評価しようとする試みは一部専門家だけに止まらず、
社会からの具体的な働きかけとして２つの動きが顕著である。それは、消費者からのグリーン・コ
ンシューマーリズムと投資家からの社会的責任投資（SRI, Socially Responsible Investment)17)である。
グリーン・コンシューマーリズムは、1988年、The Green Consumer Guide が英国で出版され、グ
リーン・コンシューマーリズムの考えが世界中に広まったことを契機とする。これは、一般消費者
が、製品を購買選択する際に企業の環境対策などの CSR を考慮することをいい、多少、価格が高
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くてもエコマークの付いた製品や、CSR の優れた企業の製品を優先的に購入しようとする傾向を
意味する。企業側の観点から換言すれば、環境対策・消費者対応などの CSR を経営の最重要課題
として取り組み、社会の支持を得ることをいう。また現在、ブランド・ロイヤリティを獲得するた
め、世界各国でブランド戦略を強化・刷新する動きがあるのも、このグリーン・コンシューマーリ
ズムと無縁ではない。世界市場における低コスト生産国の台頭やデフレ圧力が進行するなかでは、
従来のようなコスト削減努力だけでは企業の存続は難しく、特許権、品質、性能、広報、接客およ
びアフターサービスなどによるブランド強化策に加えて、積極的に消費者の価値観を受け入れるこ
とにより自社の名声を高める方向を進み始めたのである。最近、世界的に企業の不祥事が続発して
いるが、このような企業の製品やサービスに対してボイコットする動きは、業績の低下をもたらし、
さらには企業の消滅という結果を生んでいる。つまり、消費者の価値観が企業の存亡を左右するま
でその影響力が増大しているのである。これは、消費行動が事業活動をリードしようとする動きで
あり、これが企業の襟を正させる。日本では、1948年創刊の「暮らしの手帳」（花森安治編集長）
という商品テストや企業評価を実施する専門誌があり、米国では NPO の一つである CEP（Council
on Economic Priority，経済優先評議会）や Co-op America が消費者側の立場から商品や企業の評価
結果を公表している。
もう一つの動きが投資家の立場に基づく CSR、つまり SRI である。伝統的に、これまで機関投
資家や投資信託会社は財務的指標に基づき投資先を選別してきたが、近年、CSR の視点から対象
企業を評価・選定して投資効果を高めようとするのが SRI である。これは、社会的正義感を満足
させるところから、景気低迷の昨今ですら SRI 型投資資産残高は各国において高水準を維持して
いるし、機関投資家、なかでも CaLPERS（The California Public Employees' Retirement System，カリ
フォルニア州職員退職年金基金）や東京都教職員互助会などの株主行動組織も CSR への関心度を
高めている。主要国の SRI 投信の市場規模は、米国20兆円、欧州1.8兆円、日本1,300億円となっ
ている。ちなみに、米国における SRI 型投資資産規模の推移は図－１に示すとおりである。
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図－１　米国における SRI型投資資産規模の推移
出典：中央青山サステナビリティ認証機構の講演資料
経営論集　第62号（2004年２月)66
名声を得た企業はゴーイング・コンサーンとして持続的発展へのパスポートを手にすることがで
きる。しかし、名声の名声たる所以は、それが社内倫理規定、製造仕様書および販売マニュアル等
だけで獲得できるものではなく、マルチ・ステークホルダーが企業に与えてくれるものであること
を CEO は自覚しなければならない。次節では、名声と持続可能性との関係について述べることに
する。
６．名声と持続可能性の融合を目指して
わが国のトヨタ自動車㈱は、米国企業を除く全世界でもっとも賞賛されている企業である18)。雑
誌のインタビューの中で Toyota Motor North America の田口俊明社長は「我々は品質、耐久性、迅
速性に最大の注意を払っている」と述べ、第２位の BMW の Helmut Panke 会長は「成功のカギは、
会社の事業目的とその達成手段について明確なオリエンテーションを与えることである」と述べて
いる。経済のボーダレス化、グローバル化が進展し、複雑多様な現代社会においては、事業目的と
事業領域を明確に設定することが、企業の発展、さらには企業の寿命を左右することになる。
名声を獲得するためには、社会の要請をいち早く自社の「社会センサー」で受け止め、これに早
急に対応するというより、むしろ、これを先取りして新しい潮流を生み出す価値観を発信できる企
業こそが名声を勝ち取り、持続的発展の王道を進むことができる。新しい価値観の醸成と発露には
企業理念ないし企業哲学の確立が不可欠であり、CEO の世界観、使命感に大きく影響される。
一方、名声は、企業の一方的な努力だけで獲得できるものではなく、伝統的な収益性や安全性を
中心とする財務的評価に、非財務的な評価を加えた総合評価で高いサステナビリティ評価を得た企
業のみが、名声という勲章を与えられ、ゴーイング・コンサーンという永続的発展の機会を与えら
れるのである。1987年、国連のブルントラント委員会報告『地球の未来を守るために』19)以来、21
世紀はパートナーシップ社会の構築に向かっている。パートナーシップとは、社会の構成員すべて
が協力して発展させる社会をいう。名声と持続的発展を意味ある結びつきとして構築するための関
係者としては、具体的行動を起こす企業、その行動を評価する評価機関、さらに、高い評価を得た
企業に名声という「報酬」を提供して持続的発展の機会を与えるソーシャル・ステークホルダー
（投資家・顧客・消費者・地域社会。これらの人々から SRI への資金提供が期待できる）で、構
成される。これら３者には、パートナーシップに取り組もうという強固な意志とそれを継続しよう
とする意思が必要である。また、規制、行政などの重要な仕掛けも必要である。具体的にはすべて
の関係者が win-win の関係となる望ましい仕掛けの開発に関係者が協力することが大切なのである。
別言すれば、企業経営、CSR 評価基準および SRI 運用の３つの事柄が相互に作用することによっ
て、企業は持続可能な発展を遂げることができ、名声を獲得し、新しい企業価値を創出することが
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可能となる。こうしたトリプル・パートナーシップの関係を図示すれば、図－２のとおりである。
多元的価値社会である現代ほど、伝統的企業観の枠を越える新しい企業像を樹立することの重要
性が求められていることはない。21世紀型の企業経営システムを構築するため名声が企業の持続的
発展の基盤となるかと問われるとき、無条件に「然り」と答えられる社会の到来が待ち望まれる。
図－２　トリプル・パートナーシップ
７．おわりに
本論文で、われわれは、企業の名声基盤のなかで「社会的責任」が中核をなすものとして脚光を
浴びていることに触れた。この CSR 活動の実践によって、企業は名声を獲得して、ゴーイング・
コンサーンとしての持続的発展を享受し得ることについて述べた。つまり、名声と持続可能性の融
合が、企業の新しいビジネスモデルとなるばかりでなく、企業と社会の両者を包含する、新しい経
済社会モデルの構築にもつながるものであることを明らかにした。
先ず、企業の名声評価については、米国の代表的な経済紙 The Wall Street Journal が、６つの名声
領域と20の構成要素を定め、これを指標とした企業評価ランキングを、1999年から毎年春に公表し
ている20)。そのなかで Johnson & Johnson（J&J）は、過去３年間、この名声ランキングの首位を占
めている。2003年は、企業不祥事続発の直後だけに「真実を語る」(Tell Us the Truth）が、この順
位に大きく影響したといわれている。ダボス会議を主催する WEF（世界経済フォーラム）によっ
て、2003年２月に開催された、国際フォーラムのテーマが、「信頼の構築」であったことも頷ける。
J&J は、DJSI World の、2003年 SRI 投資銘柄指数で、ヘルスケア業界トップ10％企業の１社にラン
クされている。高い名声を得た同社は、CSR 達成面でも、高い評価を得たのである。もちろん、
これは１例に過ぎない。しかし、名声と持続可能性の関連・融合を示すものであることは、間違い
ない。
次に、企業活動の環境的、社会的側面に関する情報を開示することで、伝統的な財務情報開示で
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は知りえなかった、総体的な企業の実態、中長期的な持続的発展の機会、さらには、将来起こり得
るリスクの可能性について推測できる。つまり CSR を誠実に実践することは、新しい企業価値の
創造そのものである。当然、経営者は、CSR に配慮した企業行動をとることによって、自社の競
争優位を獲得しようとする。その結果、経済合理性、環境適合力、社会適合力による企業の持続可
能性評価が高まり、第５節で論じたグリーン・コンシューマリズムによるブランド・ロイヤリティ
を獲得する。そのほか、グリーン調達による顧客獲得の機会を与えられ、グリーン融資の対象に選
ばれる一方、SRI における優良企業として選定され、投資銘柄に組み込まれることにもつながる。
これが巡り巡って、企業活動の本筋である経済的合理性に適う成果を達成できる。
こうしたことが、現代の経済社会においては、米国のように、市場で自律的に行われることが多
い。しかし、この営みを一層効果的に行うために、法規制を重視している国々も、欧州を中心に存
在する。ISO においても CSR の規格化に向けての協議が行われ始めた。いずれの場合も、われわ
れは、企業の力量と社会の成熟度が、よい方向に回っていくことを期待したい。
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